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避難確保計画

民間企業と連携し、避難確保計画の作成を支援！

浸水想定区域に位置する要配慮者利用施設の「避難確保計画」作成の支援を実施

内　容

　近年の災害における高齢者施設等での甚大な被害を受け、国は利用者等の円滑かつ迅速
な避難を確保するため、平成29年6月に水防法等を改正し、浸水想定区域内の要配慮者
利用施設に対して、避難確保計画の作成と避難訓練の実施を義務付けました。
　
　令和４年２月１日時点において本市では、地域防災計画で定めた対象は31施設のうち
2施設が未作成となっています。また、今後、府の浸水想定の変更に併せ、地域防災計画
に定める対象施設も見直すこととしており、対象施設は更に増加する見込みです。加え
て、施設は避難確保計画作成のノウハウがないうえ、コロナ対応で益々業務が多忙になっ
ています。

　そこで実効性のある避難確保計画の作成と、計画作成における施設の負担軽減を図るた
め、地域防災計画を策定する市と、自然災害の原因・状況調査の専門家である保険会社が
連携し、計画作成や見直し等に対する支援を実施することとしました。

　三井住友海上火災保険㈱は、企業のBCP作成などを幅広く手がけており、そのノウハ
ウを活かして、未作成となっている２施設の避難確保計画作成を支援していただきまし
た。
　
　その結果、令和３年度３月末時点において、避難確保計画作成率は１００％を達成する
見込みとなっています。


